
第33回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

主要な営業所等
使用人の状況

主要な借入先及び借入額の状況
その他企業集団の現況に関する重要な事項

社外役員に関する事項
会計監査人に関する事項

業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

連結計算書類に係る会計監査報告
計算書類に係る会計監査報告
監査役会の監査報告

（2021年４月１日 から 2022年３月31日 まで）

株式会社ぐるなび

上記事項は、法令及び当社定款の第14条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。
（ア ド レ ス https://corporate.gnavi.co.jp/ir/stock/meeting.html）
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主要な営業所等（2022年３月31日現在）
① 当 社
本 社 東京都千代田区
北海道営業所 北海道札幌市中央区
仙 台 営 業 所 宮城県仙台市青葉区
茨 城 営 業 所 茨城県水戸市
栃 木 営 業 所 栃木県宇都宮市
埼 玉 営 業 所 埼玉県さいたま市大宮区
千 葉 営 業 所 千葉県千葉市中央区
横 浜 営 業 所 神奈川県横浜市神奈川区
新 潟 営 業 所 新潟県新潟市中央区
金 沢 営 業 所 石川県金沢市
静 岡 営 業 所 静岡県静岡市葵区
名古屋営業所 愛知県名古屋市中村区
京 都 営 業 所 京都府京都市下京区
大 阪 営 業 所 大阪府大阪市北区
岡 山 営 業 所 岡山県岡山市北区
広 島 営 業 所 広島県広島市中区
愛 媛 営 業 所 愛媛県松山市
福 岡 営 業 所 福岡県福岡市博多区
鹿児島営業所 鹿児島県鹿児島市
沖 縄 営 業 所 沖縄県那覇市

② 主要な子会社
株式会社ぐるなびプロモーションコミュニティ 東京都千代田区
株式会社ぐるなび総研 東京都千代田区
株式会社ぐるなびサポートアソシエ 東京都千代田区
株式会社Ｇダイニング 東京都千代田区
咕都媽咪（上海）信息咨詢有限公司（ぐるなび上海社） 中華人民共和国

使用人の状況（2022年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,260名 △182名 38.5歳 8.3年
（注）使用人数には臨時使用人（期中平均 144名）は含んでおりません。

② 当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,206名 △173名 38.3歳 8.3年
（注）使用人数には臨時使用人（期中平均 22名）は含んでおりません。

主要な借入先及び借入額の状況（2022年３月31日現在）
特記すべき事項はありません。

その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・他の法人等の業務執行者の重要な兼職の状況は、事業報告４．(1)取締役及び監査役の氏名等
に記載のとおりです。

・当社と当該他の法人等との関係につきましては、以下のとおりです。
区 分 氏 名 兼職先と当社との関係

取締役 藤 原 裕 久 東急㈱との間で、主として共同サイトの運営等に係る取引が
あります。

取締役 武 田 和 徳

楽天グループ㈱との間で、主として以下のような取引があり
ます。
・楽天会員とID連携するぐるなび会員がネット予約で来店し
た場合の送客手数料のレベニューシェア及び当該会員への
楽天ポイントの付与
・楽天関連サービスの取次・紹介業務
・楽天×ぐるなびデリバリー及びテイクアウトに関する業務
委託費・システム利用料
・出向者に対する給与支給
楽天損害保険㈱との間で、主として以下のような取引があり
ます。
・楽天会員向けの広告出稿

取締役 河 野 奈 保

楽天グループ㈱との間で、主として以下のような取引があり
ます。
・楽天会員とID連携するぐるなび会員がネット予約で来店し
た場合の送客手数料のレベニューシェア及び当該会員への
楽天ポイントの付与
・楽天関連サービスの取次・紹介業務
・楽天×ぐるなびデリバリー及びテイクアウトに関する業務
委託費・システム利用料会員
・出向者に対する給与支給
楽天モバイル㈱との間で、主として以下のような取引があり
ます。
・ぐるなびコールの委託
・楽天関連サービスの取次・紹介業務
・出向者に対する給与支給

監査役 石 田 義 雄 (公財)日本交通文化協会に対し、当社が依頼する情報コンテン
ツ提供に関する報酬の支払いがあります。

・上記以外に、当社と当該他の法人等との関係につきましては、記載すべき関係はありません。
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② 他の法人等の社外役員の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・他の法人等の社外役員の重要な兼職の状況は、事業報告４．(1)取締役及び監査役の氏名等に
記載のとおりです。
・当社と当該他の法人等との関係につきましては、以下のとおりです。
区 分 氏 名 兼職先と当社との関係

監査役 南 木 武 輝 ㈱エヌケービーとの間でプロモーションその他広告宣伝に係
る取引があります。

・上記以外に、当社と当該他の法人等との関係につきましては、記載すべき関係はありません。
③ 当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会への出席状況並びに取締役会等における発言状況

区分 氏名
取締役会
出席状況
(出席率)

監査役会
出席状況
(出席率)

発 言 状 況

取 締 役

月原紘一 13/13回
(100 ％) ― 経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づく公平な助言、

提言を行っております。

佐藤英彦 10/13回
(85％) ― 豊富な行政経験と弁護士としての専門的な知識に基づく公平

な助言、提言を行っております。

藤原裕久 13/13回
(100％) ― 経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づく公平な助言、

提言を行っております。

武田和徳 11/13回
(77％) ― 長年にわたり培った経営者としての豊富な経験と幅広い見識

に基づく公平な助言、提言を行っております。

河野奈保 ６/13回
(46％) ―

取締役会への出席回数は少ないものの、欠席の場合でも、事
前に資料を共有しており、経営者としての豊富な経験と幅広
い見識に基づく公平な助言、提言を行っております。

監 査 役

南木武輝 13/13回
(100％)

15/15回
(100％)

法律の専門家としての豊富な経験と高い見識を活かし、公平
な助言、提言を行っております。

浅沼唯明 13/13回
(100 ％)

15/15回
(100％)

経営者としての豊富な経験と高い見識及び観光振興に関する
豊富な知識と経験に基づく公平な助言、提言を行っておりま
す。

石田義雄 13/13回
(100 ％)

15/15回
(100％)

経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づく公平な助言、
提言を行っております。

・社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
職 務 の 概 要

取締役 月原紘一
銀行やクレジットカード会社の経営者としての経験に基づき、業務執行者から独立した
客観的な立場で会社経営の監督を行うことが期待されておりますが、取締役会等の場に
おいて、経営全般に対して、それらの豊富な経験と幅広い見識に基づく公平な助言、提
言を行っております。

取締役 佐藤英彦
警察庁における豊富な行政経験と弁護士としての専門的な知識に基づき、業務執行者か
ら独立した客観的な立場で会社経営の監督を行うことが期待されておりますが、取締役
会等の場において、特にリスク管理の観点に対して、それらの経験・知識に基づく公平
な助言、提言を行っております。

取締役 藤原裕久
経営管理や事業開発に関する豊富な経験に基づき、業務執行者から独立した客観的な立
場で会社経営の監督を行うことが期待されておりますが、取締役会等の場において、特
に事業計画等に対して、それらの経験・知識に基づく公平な助言、提言を行っておりま
す。

取締役 武田和徳
事業開発や消費者ビジネスに関する豊富な経験に基づき、業務執行者から独立した客観
的な立場で会社経営の監督を行うことが期待されておりますが、取締役会等の場におい
て、当社の事業展開方針等に対して、それらの経験・知識に基づく有用な助言、提言を
行っております。

取締役 河野奈保
消費者ビジネスやマーケティングに関する豊富な経験に基づき、業務執行者から独立し
た客観的な立場で会社経営の監督を行うことが期待されておりますが、取締役会等の場
において、楽天グループとの連携施策等に対して、それらの経験・知識に基づく有用な
助言、提言を行っております。
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会計監査人に関する事項
⑴ 名称 有限責任あずさ監査法人

⑵ 報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 39,000千円
① 当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の監査業務に係る
報酬等の額 39,000千円

② 当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務
（非監査業務）に係る報酬等の額 －千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記①の金額にはこれらの合計額を記
載しております。

２．当社監査役会は、(公社)日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計
監査人の監査計画、監査の実施状況、及び報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人
の報酬等について同意しております。

⑶ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合には、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
また、当社監査役会は、会計監査人が同各号に定める項目に該当すると認められる場合には、会

計監査人の解任に関する議案の内容を、また、会計監査人の職務の執行状況や当社の監査体制等を
勘案して会計監査人の変更が必要であると認められる場合には、会計監査人の不再任に関する議案
の内容を、それぞれ決定いたします。

⑷ 責任限定契約の内容の概要
当社と有限責任あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、86百万円又は会社法第425条第１項に定める額のい

ずれか高い額としております。
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業務の適正を確保するための体制
当社取締役会において決議した、業務の適正を確保するための体制（いわゆる内部統制システム）に

関する基本方針は、次のとおりであります。

会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社及び当社子会社の業務の適正を確保するた
めの体制（以下「内部統制」という。）を整備する。
１．当社及び当社子会社の取締役及び業務を執行する社員（以下「取締役等」という。）・使用人の職務

執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
（1）当社は、当社グループ（当社及び当社子会社から成る企業集団をいう。以下同じ。）のコンプラ
イアンスに関する基本方針を制定し、代表取締役社長が繰り返しその精神を当社グループ各社の役
員、従業員に伝えることにより、法令・定款遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とすること
を徹底する。

（2）当社は、コンプライアンス・リスク管理担当執行役員を任命するとともに、コンプライアンス･
リスク管理統括部署を設置し、当社グループ全体のコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握
に努める。
代表取締役社長を委員長、コンプライアンス・リスク管理担当執行役員を副委員長とするコンプ

ライアンス・リスク管理委員会を設置し、コンプライアンス上の重要な問題を審議し、その結果を
取締役会に報告する。

（3）当社は、当社グループ各社の役員、従業員がコンプライアンス上の問題点を発見した場合は、す
みやかに当社のコンプライアンス・リスク管理統括部署に報告する体制を構築する。
当社は、「コンプライアンス相談窓口運用規程」を定め、当社グループ各社の従業員が、当社の

コンプライアンス･リスク管理統括部署または外部機関に直接通報することを可能とする連絡窓口
を設ける。
報告・通報を受けた当社のコンプライアンス・リスク管理統括部署はその内容を調査し、再発防

止策を担当部署と協議の上、決定し、当社グループ全体の再発防止策を実施する。
（4）当社は、コンプライアンスに関する基本方針に「反社会的勢力との関係を断ち、かつ、不当な要
求には屈しません。」と定め、当社グループ各社は、これに基づき市民社会の秩序や安全に脅威を
与える反社会的勢力との断絶を掲げ、不当な要求等に対しては毅然とした態度で臨むものとする。

（5）当社は、金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を確保するための内部統制報告体制を構築
し、その運用及び評価を実施する。

（6）当社のコンプライアンス担当者は、当社及び当社子会社の役員、従業員に対し、年１回以上、法
令遵守等に関する研修を行い、コンプライアンス意識の徹底を図る。

（7）当社の内部監査部署は、「内部監査規程」及び「関係会社管理規程」に基づく監査計画にしたが
い、当社子会社に対する内部監査を実施する。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（1）当社の取締役の職務執行に係る情報については、「経営情報管理規程」を制定する。
（2）次の文書（電磁的記録を含む。）について関連資料とともに、「経営情報管理規程」に基づき適切
に保存・管理する。
・ 株主総会議事録
・ 取締役会議事録
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・ 計算書類
・ 計算書類の附属明細書
・ 稟議書
・ その他代表取締役社長が指定した文書、帳票類

３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（1）第１項（2）により任命されたコンプライアンス・リスク管理担当執行役員は、当社グループ全
体の「リスク管理基本規程」を制定する。

同規程においてリスクカテゴリー毎の責任部署を定め、当社グループ全体のリスクを網羅
的・総括的に管理し、リスク管理体制を明確化する。

（2）第１項（2）により設置されたコンプライアンス・リスク管理統括部署は、当社グループ全体の
リスク管理に関する業務を所管する。

（3）当社の内部監査部署は、当社グループ全体のリスク管理の状況を内部監査する。
（4）第１項（2）により設置されたコンプライアンス・リスク管理委員会は、リスク管理上の重要な
問題を審議するとともに、上述の内部監査の結果の報告を受け、当社グループ全体のリスク管理の
進捗状況をレビューする。

（5）当社は、不測の事態または危機の発生に備え、当社グループ全体の「危機管理基本規程」及び
「大規模災害時対応要領」を定め、当社グループ各社の役員、従業員に周知する。

４．当社及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社グループ各社は、その規模や業態等に応じて、必要により、以下の経営管理システムを用い
て、取締役等の職務の執行の効率化を図る。
① 「職務権限規程」、「職務分掌規程」、「稟議規程」等意思決定ルールの策定
② 取締役・執行役員を構成員とする経営執行会議の設置
③ 当社グループ各社の取締役会による予算の設定と、月次・四半期業績管理の実施
④ 当社グループ各社の取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施

５．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
（1）当社グループ各社は、当社グループ全体における内部統制の構築を目指し、当社グループ全体の
内部統制に関する担当部署を当社のコンプライアンス・リスク管理統括部署とするとともに、当社
及び当社子会社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行わ
れるシステムを含む体制を構築する。

（2）当社取締役及び当社子会社の社長は、各部署における業務の適正を確保するための内部統制の確
立と運用の責任及び権限を有する。

（3）当社の内部監査部署は、当社グループ各社の内部監査を実施し、その結果をコンプライアンス・
リスク管理統括部署及びコンプライアンス・リスク管理担当執行役員に報告し、コンプライアン
ス・リスク管理統括部署は必要に応じて、当社取締役及び当社子会社の社長に対し内部統制の改善
策の指導、実施の支援・助言を行う。

（4）当社子会社の取締役等は、当社の「関係会社管理規程」に定める子会社の重要事項に関する当社
の事前承認の取得及び子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、当社への報告を
遅滞なく実行する。
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６．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び当該使用人の当社の取締役からの独立性ならびに当社の監査役の当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項

（1）当社は、監査役・監査役会の職務を補助する監査役会事務局を置き、同事務局に属する従業員
は、専ら監査役・監査役会の指示に従って、その職務を補助する。

（2）当社の監査役・監査役会は、その職務の必要に応じて、監査部等に属する従業員を、一定期間、
特定の監査のための職務を補助する者として指名することができる。（以下、（1）の従業員と合わ
せて監査職務補助者という。）

（3）当社の取締役は、監査職務補助者に対して、監査役・監査役会の指揮命令に従うことを指示する
とともに、当該監査職務補助者がその指示を受けた職務を遂行することができるように、その者の
その他の業務につき適切な配慮をしなければならない。

（4）監査職務補助者の解雇、配転、考課、賃金その他の報酬等の雇用条件に関する事項に関しては、
当社の取締役はあらかじめ監査役会あるいはその者を監査職務補助者に指名した監査役に相談する
ことを要する。

（5）当社の取締役は、上記（1）ないし（4）の具体的な運用の細目を監査役会と協議して定め、各
項目の内容と合わせて当社内に公表することを要する。

７．当社及び当社子会社の取締役等及び使用人が監査役会に報告するための体制その他監査役会への報
告に関する体制

（1）当社の取締役は、「監査役会への報告に関する規程」に従い、当社グループに関する以下に例示
する事項等を監査役会に報告する。ただし、常勤監査役あるいはその指名を受けた監査役が出席し
た会議等については、この報告を省略することができる。
① 経営執行会議で審議された重要な事項
② 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
③ 内部監査に関する重要な事項
④ 重大な法令・定款違反に関する事項
⑤ その他コンプライアンス・リスク管理上重要な事項

（2）当社グループ各社の役員・従業員は、上記（1）の②、④及び⑤に関する重要な事実を発見した
場合は、第１項（3）のコンプライアンス・リスク管理に関する連絡窓口を通じ、もしくは監査役
に直接報告できるものとする。

（3）当社子会社の取締役、監査役、執行役員または業務を執行する社員等から当該子会社について発
生した上記（1）の②ないし⑤に準じる事項について報告を受けた者は、その内容を当社の監査役
または監査役会に報告しなければならない。

（4）上記（2）及び（3）に基づき報告を行った従業員が、そのことを理由として、不利な取扱いを
受けないように、当該従業員に対しては、「コンプライアンス相談窓口運用規程」に準じた当事者
保護の措置をとるものとする。

８．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

（1）当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払等
の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認
められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。
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（2）監査役会が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を、監査役のための顧問とすることを
求めた場合、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を
負担する。

９．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（1）当社の監査役は、代表取締役社長との定期的な意見交換を、監査部の内部監査報告に合わせて行
う。また、コンプライアンス・リスク管理担当執行役員との定期的な協議の場を設け、意思疎通を
図るとともに監査役会への報告等について遺漏のないことの確認を行う。

（2）当社の監査役は、コンプライアンス・リスク管理委員会に出席し、監査の立場からの意見の反映
を図る。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 当社グループの取締役等の職務執行について

当社は、「取締役会規則」に基づき、原則毎月１回の取締役会を開催（当事業年度中は、13
回）し、取締役の職務執行の監督及び法令又は定款に定められた事項及び経営上重要な事項の決
議を行っております。また、独立役員である複数の社外取締役を選任し、適宜経営陣とのコミュ
ニケーションを図りつつ、監督機能を発揮しております。
なお、子会社の経営管理については、「関係会社管理規程」に基づき、各子会社からの事前の

承認及び報告の体制を整えており、財務状況等についても当社の取締役会で報告しております。
② コンプライアンス及びリスク管理について

当社は、企業活動を行う上で、企業の社会的責任を果たすため「コンプライアンス指針」を定
めております。当事業年度においては、コンプライアンス意識の徹底を図るため、基本方針に則
り、当社グループの全役職員に対してコンプライアンスに関する研修を実施いたしました。
また、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を３回開催し、当

社グループのコンプライアンスやリスク管理上の重要な問題を審議いたしました。
さらに、当社グループの役職員がコンプライアンス上の問題点を発見した場合にすみやかに報

告を受け、適切に対処することを目的として、コンプライアンス相談窓口を社内及び外部機関に
設置し、取り組みを強化してまいりました。
内部監査につきましては、「内部監査規程」及び「関係会社管理規程」に基づく監査計画に従

い、当社グループの監査を行い、その結果を代表取締役社長に報告しております。
③ 監査役の職務執行について
監査役会は、監査役４名により構成され、原則として月１回開催しております。
当事業年度において、監査役会は15回開催され、当社グループの監査に関する重要な事項に

ついて監査役相互による意見交換をしております。また、監査役は、取締役会、経営執行会議、
コンプライアンス・リスク管理委員会等の重要な会議に出席すること、定期的に代表取締役社長
及びコンプライアンス・リスク管理担当執行役員と意見交換の場を設けること等で、監査の実効
性の向上を図っております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
連結子会社の数 ５社
主要な連結子会社の名称 株式会社ぐるなびプロモーションコミュニティ

株式会社ぐるなび総研
株式会社ぐるなびサポートアソシエ
株式会社Ｇダイニング
咕都媽咪（上海）信息咨詢有限公司

② 非連結子会社の状況
非連結子会社の数 １社
主要な非連結子会社の名称 上海万食通互聯网技術有限公司
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであり
ます。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
主要な会社の名称
（非連結子会社） 上海万食通互聯网技術有限公司
（関連会社） 株式会社日本食材情報

（持分法を適用していない理由）
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、且つ、全体としても重要性がないためであります。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、咕都媽咪（上海）信息咨詢有限公司の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月

１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を
行っております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

― 9 ―

2022年05月31日 01時20分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



を採用しております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産
商品・仕掛品・貯蔵品
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ５年～15年

ロ．無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年～５年）に

基づいております。
③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

ロ．賞与引当金
従業員等に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ハ．ポイント引当金
ぐるなび会員等に当社負担で販促活動により付与したポイント等の使用に備えるため、当

連結会計年度末において将来使用されると見込まれる額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義
務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のと
おりであります。
飲食店販促サービスの収益は、主にストック型サービスとスポット型サービスがあります。
ストック型サービスについては、契約期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期
間に応じた収益を認識しております。
また、スポット型サービスについては、顧客に対して役務提供を行った時点で履行義務が充
足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
また、プロモーションサービスについても、上記スポット型同様、顧客に対して役務提供を
行った時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（「収益認識に関する会計基準」等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転
した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしてお
ります。これにより、楽天広告商品、LIVE JAPAN等に係る収益について、従来は、総額で収益を
認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を判断した
結果、純額で収益を認識する方法に変更しております。また、ネット予約に関する自社ポイント制度
について、従来、将来にポイントとの交換に要すると見込まれる費用を引当金として計上する方法に
よっておりましたが、当該ポイントが重要な権利を顧客に提供する場合、履行義務として識別し、将
来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、契約負債
を計上する方法に変更しております。また、他社ポイントについては、従来は、費用処理を行ってお
りましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人または代理人）を判断した結果、純
額で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱
いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額
を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しており
ます。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに
従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用して
おりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の
期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、
会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、当連結会計年度の売上高は480,090千円減少し、販売費及び一般管理費が同額減少して
おり、営業損益、経常損益並びに税金等調整前当期純損益に与える影響はございません。

（「時価の算定に関する会計基準」等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関
する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従
って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしておりま
す。なお、これに伴う連結計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、
翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
減損損失 1,140,357千円

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社は、新型コロナウイルス感染拡大による外食産業の低迷等により収益性が低下しており、
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営業活動から生ずる損益が継続的にマイナスとなる見込みとなったことから、減損の兆候がある
と判断しました。
減損損失の認識は、将来キャッシュ・フローの予測に基づいて見積もっております。当該見積
りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した
将来キャッシュ・フローの時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書
類において、経営成績に重要な影響を与える可能性があります。

（繰延税金資産の回収可能性）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産は、その全額について回収可能性が見込めないとして連結計算書類に計上してお
りませんが、会計上の見積りによるものであり、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を
及ぼす可能性があります。

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
繰延税金資産の認識は、将来の課税所得の発生時期及び金額によって見積もっております。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に
発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類にお
いて、経営成績に重要な影響を与える可能性があります。

（営業債権の回収可能価額の評価（貸倒引当金））
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、
翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金 △139,740千円

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
貸倒引当金は、債権の貸倒れに備えるため、債権区分に応じてそれぞれ回収不能見込額を見積

もって計上しております。当該見積りは、将来の相手先の財務状況の変動などによって影響を受
ける可能性があり、実際に貸倒れた債権の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年
度の連結計算書類において、貸倒引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。

（新型コロナウイルス感染症による影響）
新型コロナウイルス感染症に伴う当社の業績に関して、ワクチン接種の進展等により感染拡大
防止と社会経済活動の両立が図られ、個人消費がある程度回復することが期待されるものの、
2023年3月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定のもと、固定資産の減損及び繰延
税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 1,503,205千円
（注）減価償却累計額には、減損損失累計額も含めて表示しております。
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５．連結損益計算書に関する注記
（減損損失）
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしま
した。

場所 用途 種類 金額（千円）

東京都千代田区他 事業用資産

建物及び構築物 44,982
その他の有形固定資産 131,547
ソフトウェア 746,954
その他の無形固定資産 206,620
その他 10,253

当社グループは、飲食店販促支援事業の単一セグメントであることから、事業用資産は全体で
１つの資産グループとしております。
当連結会計年度において、事業用資産における収益性の低下により、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ
ローに基づく使用価値がマイナスであるため、ゼロとして評価しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式
普通株式 48,675,100株 7,449,400株 －株 56,124,500株
Ａ種優先株式 －株 3,400,000株 －株 3,400,000株

合計 48,675,100株 10,849,400株 －株 59,524,500株
自己株式
普通株式 1,757,262株 12,200株 641,000株 1,128,462株

合計 1,757,262株 12,200株 641,000株 1,128,462株
（注）発行済株式の普通株式の増加7,449,400株及びＡ種優先株式の増加3,400,000株は、第三者割

当増資によるものであります。また、自己株式の増加12,200株は、譲渡制限付株式を付与し
た従業員が退職したことによるものであり、自己株式数の減少641,000株のうち、譲渡制限
付株式報酬としての処分によるものが639,900株、新株予約権の権利行使によるものが
1,100株であります。
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（2）新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的とな
る株式の
種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

当社

2011年12月

発行新株予約権

（株式報酬型）

普通株式 16,000 － － 16,000 4,968

2018年４月発

行新株予約権
普通株式 331,300 － 147,700 183,600 67,381

2020年９月発

行新株予約権
普通株式 23,400 － 1,100 22,300 11,677

合計 370,700 － 148,800 221,900 84,026

（3）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当金の
総額

配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2022年３月30日
取締役会

Ａ種優先株
式

46,947千円 利益剰余金 13.808円
2022年
３月31日

2022年
３月31日

（4）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
該当事項はありません。

（5）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

2011年12月発行
新株予約権
（株式報酬型）

2018年４月発行
新株予約権

2020年９月発行
新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 16,000株 183,600株 22,300株
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

資金運用については、投機的な取引は行わない方針であり、短期的な預金等に限定して実施して
おります。また資金調達については、自己資金を充当しております。
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引

先ごとの期日管理及び残高管理を行いリスク低減を図っております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク等に晒さ

れておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。
敷金及び保証金は、主に建物の賃借時に差入れているものであり、差入れ先の信用リスクに晒さ

れております。
支払手形及び買掛金、未払法人税等及び未払金は、１年以内の支払期日です。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は含めておりません。（（注）２.３.参照）。また、現金
は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記
を省略しております。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

（1）受取手形及び売掛金 2,661,470 2,661,470 －
（2）未収入金 740,092 740,092 －
（3）投資有価証券 66,444 66,444 －
（4）敷金及び保証金 736,970 736,945 △25

資産計 4,204,977 4,204,951 △25
（1）支払手形及び買掛金 99,579 99,579 －
（2）未払法人税等 34,151 34,151 －
（3）未払金 1,302,249 1,302,249 －

負債計 1,435,980 1,435,980 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項
資 産
（1）受取手形及び売掛金、（2）未収入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
（3）投資有価証券
これらの時価については、取引所の価格によっております。

（4）敷金及び保証金
これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で
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割り引いた現在価値により算定しております。
負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）未払法人税等、（3）未払金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。
２．非上場株式（475,020千円）については、市場価格のない株式等であるため、「（3）投資有

価証券」には含めておりません。
３．将来の償還予定時期が合理的に見込めない敷金及び保証金（129,995千円）は、市場価格の
ない株式等であるため、「（4）敷金及び保証金」には含めておりません。

（3）金融商品の連結決算日後の償還及び返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

受取手形及び売掛金 2,661,470 － － －
未収入金 740,092 － － －
敷金及び保証金 108,814 575,970 52,185 －

資産計 3,510,377 575,970 52,185 －
支払手形及び買掛金 99,579 － － －
未払法人税等 34,151 － － －
未払金 1,302,249 － － －

負債計 1,435,980 － － －

８．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)
（単位：千円）

金額
飲食店販促サービス（ストック型サービス） 8,412,290
飲食店販促サービス（スポット型サービス） 1,579,564
プロモーション 1,361,331
その他 1,499,119
顧客との契約から生じる収益 12,852,305
外部顧客への売上高 12,852,305

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する
事項 ④ 重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお
ります。
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（3）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
当社においては、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適
用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しています。
また、顧客企業との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり
ません。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 127円66銭
（2）１株当たり当期純損失 △114円46銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ．子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・仕掛品・貯蔵品
移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。

（2）固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備につい
ては、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ５年～15年
工具、器具備品 ３年～20年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年～５年）に基

づいております。
③ 長期前払費用

均等償却によっております。
④ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員等に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ ポイント引当金
ぐるなび会員等に付与したポイント等の使用に備えるため、当事業年度末において将来使用

されると見込まれる額を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当
該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりでありま
す。
飲食店販促サービスの収益は、主にストック型サービスとスポット型サービスがあります。
ストック型サービスについては、契約期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期
間に応じた収益を認識しております。
また、スポット型サービスについては、顧客に対して役務提供を行った時点で履行義務が充
足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
また、プロモーションサービスについても、上記スポット型同様、顧客に対して役務提供を
行った時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（「収益認識に関する会計基準」等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしておりま
す。これにより、楽天広告商品、LIVE JAPAN等に係る収益について、従来は、総額で収益を認識
しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を判断した結
果、純額で収益を認識する方法に変更しております。また、ネット予約に関する自社ポイント制度に
ついて、従来、将来にポイントとの交換に要すると見込まれる費用を引当金として計上する方法によ
っておりましたが、当該ポイントが重要な権利を顧客に提供する場合、履行義務として識別し、将来
の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、契約負債を
計上する方法に変更しております。また、他社ポイントについては、従来は、費用処理を行っており
ましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人または代理人）を判断した結果、純額
で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱
いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、
当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。た
だし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱い
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に従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。
また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに
行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、
その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、当事業年度の売上高は480,090千円減少し、販売費及び一般管理費が同額減少してお
り、営業損益、経常損益並びに税引前当期純損益に与える影響はございません。

（「時価の算定に関する会計基準」等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。な
お、これに伴う計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年
度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
減損損失 1,120,736千円

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類「注記事項(会計上の見積りに関する注記)」と同一のため、注記を省略しており

ます。

（繰延税金資産の回収可能性）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産は、その全額について回収可能性が見込めないとして計算書類に計上しておりま
せんが、会計上の見積りによるものであり、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性
があります。

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類「注記事項(会計上の見積りに関する注記)」と同一のため、注記を省略しており

ます。

（営業債権の回収可能価額の評価（貸倒引当金））
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年
度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金 △139,740千円
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（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類「注記事項(会計上の見積りに関する注記)」と同一のため、注記を省略しており

ます。

（新型コロナウイルス感染症による影響）
新型コロナウイルス感染症に伴う当社の業績に関して、ワクチン接種の進展等により感染拡大
防止と社会経済活動の両立が図られ、個人消費がある程度回復することが期待されるものの、
2023年3月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定のもと、固定資産の減損及び繰延
税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

４．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 1,466,525千円
（注）減価償却累計額には、減損損失累計額も含めて表示しております。
（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 22,830千円
長期金銭債権 42,230千円
短期金銭債務 58,685千円

５．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高
営業取引による取引高
営業収入 3,720千円
営業費用 732,639千円
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(2)減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 金額（千円）

東京都千代田区他 事業用資産

建物及び構築物 36,368

その他の有形固定資産 123,117

ソフトウェア 746,954

その他の無形固定資産 206,620

その他 7,675

当社は、飲食店販促支援事業の単一セグメントであることから、事業用資産は全体で１つの資
産グループとしております。
当事業年度において、事業用資産における収益性の低下により、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ
ローに基づく使用価値がマイナスであるため、ゼロとして評価しております。

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 1,757,262株 12,200株 641,000株 1,128,462株
（注）自己株式の増加12,200株は、譲渡制限付株式を付与した従業員が退職したことによるものであ

ります。また、自己株式数の減少641,000株のうち、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処
分によるものが639,900株、新株予約権の権利行使によるものが1,100株であります。

７．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （単位：千円）
税務上の繰越欠損金 4,948,354
減価償却超過額 872,259
投資有価証券評価損 310,877
貸倒引当金損金算入限度超過額 48,336
貸倒損失 234,019
賞与引当金 81,365
長期資産除去債務 41,316
一括償却資産損金算入限度超過額 28,177
建設仮勘定 30,018
ポイント引当金 6,866
短期資産除去債務 16,878
長期前払費用 29,490
未払賞与社会保険料 12,320
契約負債 23,334
その他 109,247
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繰延税金資産小計 6,792,861
評価性引当額 △6,792,861
繰延税金資産合計 －

繰延税金負債
繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 －

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異
の原因となった主要な項目別の内訳
税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

８．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事
項に関する注記（4）重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 122円53銭
（2）１株当たり当期純損失 △112円49銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

株式会社ぐるなび 取締役会 御中
有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 御厨健太郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 田 芳 明

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ぐるなびの2021年４月１日から

2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社ぐるなび及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

株式会社ぐるなび 取締役会 御中
有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 御厨健太郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 田 芳 明

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ぐるなびの2021年４月１

日から2022年３月31日までの第33期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第33期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役の監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１） 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。

（２） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、電話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門そ
の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席（オンライン形式を含む）し、取締役及び使用人等からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要
なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人有限責任あずさ監査法人と協議を
行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月20日
株式会社ぐるなび 監査役会

常勤監査役 鈴 木 清 司
監 査 役 南 木 武 輝
監 査 役 浅 沼 唯 明
監 査 役 石 田 義 雄

（注）監査役南木武輝及び浅沼唯明及び石田義雄は、いずれも会社法第２条第16号及び第335条第
３項に定める社外監査役であります。
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